
 

 

第４期  貸 借 対 照 表 
（平成15年3月31日現在） 

（単位：千円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）（ 負 債 の 部 ）  

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 負 債 

信 用 取 引 借 入 金 

信用取引貸証券受入金 

有 価 証 券 担 保 借 入 金 

顧 客 か ら の 預 り 金 

募 集 等 受 入 金 

そ の 他 の 預 り 金 

受 入 保 証 金 

有価証券等受入未了勘定 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等    

15,372,000 

70,376 

1,045 

8,846,780 

7,059,373 

1,787,406 

419,586 

1,472,131 

46,050 

28,762 

4,050,758 

1,182 

229,097 

204,609 

1,620 

引 当 金引 当 金引 当 金引 当 金 183,482 

証 券 取 引 責 任 準 備 金 
( 証 券 取 引 法 第 5 １ 条 ) 

183,482 

負負負負     債債債債     合合合合     計計計計    15,555,482 

（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金    

資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金    

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金 

当 期 未 処 理 損 失 

( う ち 当 期 損 失 ) 

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式    

 

6,198,105 

7,265,589 

7,265,589 

△  5,100,088 

5,100,088 

(    2,046,321) 

△         42 

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

有 価 証 券 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信 用 取引借証券担保金 

有 価 証 券 担 保 貸 付 金 

立 替 金 

募 集 等 払 込 金 

短 期 差 入 保 証 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

前 払 金 

そ の 他 流 動 資 産 

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産    

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産    

建 物 

器 具 ・ 備 品 

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産    

営 業 権 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他の無形固定資産 

投 資 等投 資 等投 資 等投 資 等    

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 立 替 金 

そ の 他 投 資 等 

貸 倒 引 当 金    

23,106,238 

7,391,672 

5,269,060 

8,993 

107,260 

9,557,217 

8,732,006 

825,210 

12,686 

4,619 

19,995 

357,000 

145,717 

114,994 

111,411 

619 

4,990 

812,807 

43,051 

25,941 

17,110 

173,544 

127,029 

3,556 

41,936 

1,022 

596,210 

489,022 

1,000 

80,324 

35,635 

26,863 

△    36,635 資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計    8,363,563 

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計    23,919,045 負 債 ・ 資 本 合 計負 債 ・ 資 本 合 計負 債 ・ 資 本 合 計負 債 ・ 資 本 合 計    23,919,045 

 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

第４期  損 益 計 算 書 
（平成14年4月1日から平成15年3月31日まで） 

    （単位：千円） 

科    目 金   額 

営 業 収 益 

受 入 手 数 料 

そ の 他 の 役 務 収 益 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

金 融 収 益 

そ の 他 の 売 上 高 

金 融 費 用 

売 上 原 価 

純 営 業 収 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

2,634,450 

34,575 

6,847 

90,139 

369 

 

2,766,382 

 

 

 

 

 

53,332 

307 

2,712,742 

4,477,987 

営

業

損

益

の

部 

営 業 損 失営 業 損 失営 業 損 失営 業 損 失     1,765,244 

損
益
の
部 

営

業

外 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

 
7,147 

792 

経

常

損

益

の

部 

経 常 損 失経 常 損 失経 常 損 失経 常 損 失     1,758,889 

特
別
損
益
の
部 

特 別 損 失 

証 券 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 

固 定 資 産 処 分 損 

リ ー ス 解 約 損 失 

 

56,183 

12,110 

217,517 

285,812 

税 引 前 当 期 損 失税 引 前 当 期 損 失税 引 前 当 期 損 失税 引 前 当 期 損 失      2,044,701 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税   1,620 

当 期 損 失当 期 損 失当 期 損 失当 期 損 失      2,046,321 

前 期 繰 越 損 失前 期 繰 越 損 失前 期 繰 越 損 失前 期 繰 越 損 失      3,053,767 

当 期 未 処 理 損 失当 期 未 処 理 損 失当 期 未 処 理 損 失当 期 未 処 理 損 失      5,100,088 

 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

 

当社の貸借対照表および損益計算書は、「商法施行規則」（平成14年法務省令第22号）の規定のほか「証券会社
に関する内閣府令」（平成10年総理府令・大蔵省令第32号）および「証券業経理の統一について」（昭和49年11
月14日付日本証券業協会理事会決議）に準拠して作成しております。 
 
〔重要な会計方針〕 
1.資産の評価基準および評価方法 
当社は、時価の変動または市場間の格差等を利用して利益を得ること並びにその損失を減少させることを目
的として、自己の計算において行う有価証券、有価証券に準ずる商品、デリバティブ取引、金銭債権および通
貨の売買その他の取引等で資金運用目的を除く取引等をトレーディングと定めております。 
(1)トレーディングに属する有価証券の評価基準および評価方法 
時価法によっております。 
(2)トレーディングに属さない有価証券の評価基準および評価方法 
①満期保有目的の債券 
償却原価法（利息法）によっております。 
②その他有価証券 
(ⅰ)時価のないもの 
移動平均法による原価法によっております。 

 
2.固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産 
建物附属設備および器具・備品については定率法によっております。なお、耐用年数および残存価額につ
いては、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
(2)無形固定資産 
営業権については、商法の規定する最長期間（5年間）にわたり均等償却しております。 
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。 

(3)投資等 
長期前払費用については均等償却によっております。 
 

3.繰延資産の処理方法 
新株発行費については、支出時に全額費用として計上しております。 

 
4.引当金の計上方法 
貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 
5.リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
6.消費税等の会計処理 
消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
7.自己株式および法定準備金の取崩等に係る会計処理 
自己株式および法定準備金の取崩等に係る会計処理については、当期から「自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）によっております。これによる当期の損益に与える影響は軽微で
あります。なお、資本の部については、当期は、平成15年改正前商法施行規則（平成14年3月29日法務省令第22
号）第69条によっております。 
 
8.１株当たり当期利益の算定方法 
１株当たり当期利益の算定方法については、当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第４号）
によっております。これによる影響はありません。 



 

 

 

〔貸借対照表の注記事項〕 

1.有形固定資産の減価償却累計額 

     25,932千円 

 

2.貸借対照表に計上した固定資産のほか、オンライン・トレーディング・システム等をリース契約により使用し

ております。 

 

3.取締役に対する金銭債務 

     7,784千円 

 

4.担保に供している資産 

トレーディング商品                    28,632千円 

投資有価証券                      313,810千円 

顧客より委託保証金の代用として受け入れた有価証券  2,906,679千円 

 

5.差し入れた有価証券（4.に属するものを除く）の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸証券                   1,822,175千円 

信用取引借入金の本担保証券             6,805,477千円 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券          484,784千円 

 

6.差し入れを受けた有価証券の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券             7,875,442千円 

信用取引借証券                     736,222千円 

消費貸借契約により借り入れた有価証券        8,981,459千円 

受入保証金代用有価証券              13,773,604千円 

 

7.ストックオプションのために付与した新株引受権の状況 

発行すべき株式の内容 新株発行予定残高 発行価額 資本組入額  

普通株式 34,991株 5,469円 2,735円  

普通株式 14,528株 39,064円 19,532円  

普通株式 17,350株 56,700円 28,350円  

 

8.１株当たりの当期損失 

1,336円25銭 

 

9.配当制限 

トレーディング商品の時価評価により純資産額が6,307千円増加しております。なお、当該金額は旧商法第290

条第1項第6号の規定により配当に充当することが制限されております。 

 

10.資本の欠損 

貸借対照表の純資産額が資本金および資本準備金の合計を下回る額  5,100,131千円 


